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障害者自立支援法附則に基づく見直しへのJD意見書
― 障害者の範囲、所得確保および就労のあり方を中心に －

　貴職におかれましては、日頃より障害者施策の充実にご尽力されていることに、こころより敬意を表する次第です。

　昨年、「障害者自立支援法」が施行されましたが、原則1割の応益負担は、障害のある人々の経済生活に強い打撃を与えるものとなりました。この応益負担の撤回はもちろんのことですが、ノーマライゼーションの実現を目指したとき、障害の範囲を「障害者の権利条約」で掲げられるような包括的なものとし、そして所得保障と就労支援を一体的なものとして織り込んだきめ細かな政策が必要と考えています。

　これらは、一昨年国会で「障害者自立支援法」が成立した際の、附則でも謳われている重要な政策課題です。

　私たちは障害者施策の総合化が近い将来の具体的な課題であると認識していますが、その第一歩として、下記の視点に立った「障害者自立支援法」の改革及び障害の範囲の見直し、所得と就労のあり方について要望させていただきます。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．障害者自立支援法の「障害者の範囲」の見直し

１－１　第４条１項（障害者の定義）および第２項（障害児の定義）の修正
　この法律において「障害者」とは、身体的または精神的障害と環境上の障壁により、日常生活または社会生活に支障があるため、この法律による援助が必要な18歳以上の者とする（１項）。
　この法律において「障害児」とは、身体的または精神的障害と環境上の障壁により、日常生活または社会生活に支障があるため、この法律による援助が必要な18歳未満の者とする（２項）。

　説明：

障害者自立支援法は、障害者手帳所持者またはその該当者を対象としているため、より包括的な対象とすることが附則と付帯決議で政府に義務づけられた。本意見書は、「この法律による援助が必要な」者はすべて対象としている。ただし、障害者福祉の法律なので「身体的または精神的障害」は必要条件とし、さらに環境との相互作用というICF（国際生活機能分類）や障害者権利条約の障害観を取り入れている。

従って、知的障害は当然「精神的障害」の一部であり、発達障害、難病、高次脳機能障害など、従来の福祉法では機能障害・疾患の種類の面で除外されることの多かった種類の機能障害ももれなく考慮される定義とした。ポイントは、この機能障害・疾患の「種類」で差別しないこととともに、機能障害・疾患が「変動する」ことや「程度が軽い」などの理由によっても差別せず、「生活面への支障と支援の必要性」に着目する対象者定義への転換を図ることにある。
１－２　「障害程度区分」制度の廃止とニーズ評価方法の確立
1 政府は数年間をかけて、障害者団体との協議および関係学会の協力を得て、新たに市町村向けの「支援受給資格判定ガイドライン」を策定する。市町村はこれを活用しつつ支給決定を行う。その際、市町村は、（１）社会福祉士または精神保健福祉士、（２）保健医療関係専門職、（３）障害者団体または家族団体代表の少なくとも３者からなる委員会の判断を尊重して支給決定を行う。その過程では、サービス利用者本人またはその代弁者が積極的に意見を表明し、決定に対する不服審査請求が保障される。

　説明：

障害者の定義を広げても、障害程度区分を基本とした支給決定制度のままでは必要な支援がなされないので大きな改善にはならない。現在の支給決定状況、支援費制度での経験、諸外国の実情などをふまえて、ニーズに基づく制度に切り替える。

なおこのニーズ評価の過程で「支援の必要性が身体的または精神的障害に伴うものか否か」も評価するので、申請に当たっては障害者手帳や診断書の提示は必要条件ではなく、申請者本人が希望すれば誰でも申請できる。

また本意見書では「三者からなる委員会の判断を尊重して市町村が決定」としたが、市町村の担当者を構成員に含め委員会自体に評価と決定の両機能を持たせるなど、いろいろな選択肢を検討すべきである。
② 上記①の実施までの準備期間では、「障害程度区分」の判定結果は参考程度とし、市町村は本人のニーズに基づく支給決定を行えるものとする。運営費用の支払額の決定も、「障害程度区分」と切り離し、ニーズに基づくサービスの支給決定を反映させる。

③ 法第９４条（都道府県の負担）、９５条（国の負担）の、「障害程度区分」ごとの人数その他を考慮して計算される「障害福祉サービス費等負担対象額」の規定を改め、国・都道府県からの市町村に対する負担金の算定プロセスから「障害程度区分」を除外する。

説明：

市町村が適切な査定を経て支給したサービス費用の一定割合を国・都道府県が負担する。

２　所得保障制度の基本的な政策の見直しと当面の緊急措置の実施

２－１．「緊急１」障害者の所得保障制度の効果に関する実態調査を障害者団体と協議して早急に行うこと

２－２．「緊急２」障害基礎年金及び特別障害給付金の適用範囲を拡大し，所得保障を受けられない障害者をなくすこと

２－３．障害者の所得保障政策の基本的な考え方

①成人期障害者に対する家族の扶養義務制度を廃止すること

②障害者であるか否かにかかわらず，勤労所得が最低生活水準に満たないすべての者に対応する，基礎的で普遍的な所得保障制度を確立すること

③障害ゆえの特別経費は個別的なニーズに基づき保障されること

２－４　基本的な考え方に基づき，まず実行すべき政策

①生活保護法の扶養義務優先規定の改正，あるいは運用を改善し，扶養義務の範囲を「夫婦及び未成年の子の親」に限定すること

②障害基礎年金の支給水準の不足を補い，生活保護を受給しなくて済むための新たな障害給付制度を創設すること

③住宅手当制度を創設すること

２－５　所得保障制度の権利擁護システムの改善

①各制度における不服申立て制度の健全化（情報の公開、十分な審査ができる体制の確立等）をはかること

②社会保険事務所や市町村国民年金課の窓口に，十分な知識と相談技能を有した職員を配置すること
３．障害者の就労支援政策のあり方

３－１　基本的な考え方
①障害者に対する所得保障水準の低さを，就労支援による勤労所得で補完させてはならないこと（労働者性を有する障害者に対しては、特別支給金(仮称)制度を創設し、欧州諸国にみられる保護雇用施策として雇用納付金会計からの５万円の勤労所得保障、または雇用保険会計からの職場適応訓練手当の水準の８万円の支給を検討すること。さらに労働者性を有さない者については、勤労所得の不足を所得保障制度で補完するべきこと）
②わが国が批准している障害者の雇用に関するILO第159号条約や，関連する第99号勧告，第168号勧告に基づけば，障害の程度に関わらず就労を希望しているすべての障害者は失業者と認識すべきであり，一般雇用対策として必要な就労支援が行われ，就労という社会参加から排除されないようにすべきこと
　説明：

これらの条約や勧告に対し次の諸点について改善がなされることが求められる。

· 個人の労働能力に基づく障害の定義を適用すること。

· 障害の種類に関わらず、すべての障害をもつ人々に平等にサービスや支援を提供すること。

· 一般雇用に就くことが現実的でない人々のための就労継続支援事業(A型・B型)で就労する人々を保護雇用(労働法の保護)の対象とし、前項の特別支給金(仮称)制度を適用すること。

· 働く障害者に一般労働者と同様の機会均等を確保すること。

· 職業指導、職業訓練、職業紹介及び雇用に関する事業その他関連事業を雇用対策上差別なく実施し、障害のある人々が職業に就き、これを継続しかつその職業において向上することを可能にすること。また、一般労働者のための現存の事業は、可能かつ適当な場合には、必要な調整を行なった上、活用すること。

３－２　当面の課題

①　公共職業安定所に求職登録を求めている障害者は，障害の程度に関わらずその登録を受理すること。
2 法定雇用率(３０年間未達成)を早急に遵守させ、機能障害を基準とする障害者手帳制度に基づくダブルカウントを廃止し、より多くの障害のある人々の一般労働市場での雇用を実現させること。
3 社会福祉政策の対象である事業に雇用されて働く障害者に費用負担を強いないこと。
④　トライアル雇用の対象者拡大や支援期間の延長などの積極的な政策の展開および雇用率の対象者の拡大を図り、より多くの障害者が就労機会にアクセスできるようにすること。

以上
〔注：本意見書の第２および第３の項目の詳しい内容は「障害者の所得保障と就労支援に関する2007年提言」を参照してください。〕
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